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１ 調査の目的 

  市が策定する「地域福祉計画」と市社協が策定する「地域福祉活動推進計画」につい

て、計画の浸透度や市民、事業者の福祉に対する認識や満足度等を調査し、第３期計画

（Ｈ26～30 年度）の進捗管理を行うとともに、今年度中に策定する次期計画の基礎資

料とするため、調査を実施しました。 

 

 

２ 調査概要 

市民及び事業者に対し、アンケート調査を実施しました。 

 

 市民対象調査 事業所対象調査 

対象 

１８～７９歳の市民 
 

民生委員地区(４０地区)ごとに年代別・

男女別で各７名を住民基本台帳から無

作為抽出 

一般事業者：無作為抽出 

医 療 機 関：無作為抽出（病院は全て） 

福祉事業者：無作為抽出 

社会福祉法人：全法人 

発送

件数 
３，３６０件 

一般事業者：５００件 

医 療 機 関：２００件 

福祉事業者：２００件 

社会福祉法人： ６９件 

合  計 ：９６９件 

方法 郵送による配布・回収 

期間 平成２９年１２月８日～１２月２６日 平成３０年１月１０日～１月２４日 

 

 

３ アンケート調査結果の見方 

（１）集計結果はすべて、小数点以下を四捨五入しています。 

（２）複数回答（２つ以上の選択肢を選ぶ回答）の場合、選択肢毎に有効回答数に対する

割合を示しています。 

（３）回答の未記入については「無回答」で集計しています。 
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４ 調査結果からみる傾向 

＜市民アンケート調査＞ 

質問区分 質問番号 ページ数 

回答概要 

フェイスシート ― Ｐ４～５ 

1.回答率について、男女別でみると男性が４割、女性が５割となっており、年代別では

年代が高くなるほど回答率も高くなっています。 

2.世帯構成について、３世代（親と子と孫）の同居が１割程度、２世代（親と子）の同

居が５割程度となっていますが、年代が高くなるほど夫婦のみや独居の世帯が多くな

っています。 

Ⅰ．地域に関する質問 質問１～４ Ｐ６～９ 

1.回答者の８割程度が居住地域に愛着がある、又は、居住地域に住み続けたいと考えて

います。 

2.近隣住民との関係について、回答者の９割程度が近隣住民と何かしらの関わりを持っ

ており、年代が高くなるほどその割合は高く、関わりの度合も深くなっています。ま

た、今後の関係については、深い関係を望む割合が現状よりも高くなっています。 

Ⅱ．知識・認識に関する質問 質問５～１０ Ｐ１０～１４ 

1.地域福祉計画・活動推進計画や地域福祉サービス事業の認知度は低調となっています。 

2.松山市ボランティアセンターを認知していても、同センターを活用している割合は低

調となっています。 

3.居住地域の民生・児童委員を知っているのは回答者の３割程度でしたが、民生・児童

委員が行う活動については、回答者の６割程度がいずれかの活動を認識しています。 

Ⅲ．関心・意欲・行動に関する質問 質問１１～１６ Ｐ１５～２１ 

1.回答者の４割以上が地域行事に参加しており、６０歳代以上では５割以上、３０歳代

まででは３割程度となっています。 

2.居住地域の課題や問題と考えている分野として、介護や防犯・防災、保健・医療が多

く、年代別にみると、高い年代では介護や生きがいづくり分野が、低い年代では保育・

子育て分野が多くなっており、８割以上が自分自身のこととして捉えています。 

3.回答者の５割以上がボランティア活動等に興味・関心を持っており、回答者の４割程

度が過去１年以内にボランティア活動等を行っています。一方、ボランティア活動等

を行わなかった理由として、時間がないことや活動の情報を得られていないことが多

く挙げられています。 

4.困り事があった場合の情報の入手方法は、インターネットのほか、家族や友人、市役

所などが多く挙げられており、回答者の７割以上が、ある程度以上必要な情報を得ら

れています。 

5.地域福祉の担い手としての役割を期待する先として、松山市が最も多くなっています

が、年代が高くなるほど小単位の団体に期待する割合が高くなっています。 
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＜事業者アンケート調査＞ 

質問区分 質問番号 ページ数 

回答概要 

区分別 回答状況 ― Ｐ２２ 

・回答率について、区分別でみると、一般事業者が４割弱、医療・福祉関係がいずれも

５割以上、社会福祉法人が１０割近くとなっています。 

（地域との交流状況） 質問１～４ Ｐ２２～２３ 

1.地域住民が参加できるイベントの開催や地域行事等への参加をしている割合は、最も

高い社会福祉法人では８割前後、最も低い一般事業者では３割前後となっています。 

2.ある程度の事業者で、土地建物などの地域への開放や、従業員へのボランティア活動

の推進が行われています。 

（地域課題や住民ニーズの把握） 質問５ Ｐ２４～２５ 

1.全体的に３～５割程度の事業者が、地域課題や住民ニーズを把握しています。 

2.地域課題や住民ニーズを把握する場への参加は、現状では最も多い社会福祉法人で５

割程度でしたが、今後の参加については、社会福祉法人と福祉事業者の９５％以上、

医療機関と一般事業者の６０％以上が望んでいます。一方、多忙や人手不足などによ

り参加する余裕がないことが、不参加の理由として多く挙げられています。 

（地域福祉への取り組み） 質問６～９ Ｐ２６～２８ 

1.おまもりネット（徘徊認知症高齢者などの捜索協力体制）への登録状況は、福祉事業

者・社会福祉法人でも２割程度でしたが、全体的に「登録したい」・「関心はある」と

いった前向きな回答が多くなっています。 

2.その他地域福祉のための取り組みとして、災害時の避難場所としての施設の開放、専

門的な各種相談対応や講座・教室等の開催がされており、社会福祉法人の一部では小

中学生への福祉教育や、包括的な体制づくりに取り組んでいます。 

3.地域と連携していく際に課題や問題になっていることとしては、情報共有や連携する

体制ができていないこと、地域の理解や信頼関係を築くのに時間がかかること、人手

不足などが挙げられています。 

 


